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令和７年度 芦屋市経営健全化審査意見 
(病院事業会計・水道事業会計・下水道事業会計)の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第１項の規定により、審

査に付された令和７年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業会計・

下水道事業会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類について審査した結果、その意見を次のとおり提出する。 
 

- 1 -



 

 

 

令和７年度 芦屋市経営健全化審査意見 

（病院事業会計・水道事業会計・下水道事業会計） 

 

 

第１ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）第

22条第 1項の規定により、市長から提出された令和７年度芦屋市公営企業会計（病

院事業会計・水道事業会計・下水道事業会計）決算に係る資金不足比率及びその

算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

第２ 審査の期間 

令和８年７月 17 日から令和８年８月 18 日まで 

 

第３ 審査の方法 

本審査は、市長から提出された令和７年度芦屋市公営企業会計（病院事業会

計・水道事業会計・下水道事業会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実

施した。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された令和７年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業会

計・下水道事業会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 
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１ 概要 

令和７年度の地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する公営企業（以下

「法適用企業」という。）の資金不足比率は次のとおりであり、いずれも資金不足

額が生じなかったため比率が算定されなかった。 

                                  （単位 : ％） 

区    分 令和７年度 資金不足比率 経営健全化基準 

病院事業会計 ─ 20.0 

水道事業会計 ─ 20.0 

下水道事業会計 ─ 20.0 

 

※財政健全化法の規定に基づき、公営企業（法適用企業にあっては繰越欠損

金があるものに限る。）の資金不足比率が上記基準以上である場合には、

当該公営企業について公営企業の経営健全化のための計画を定めなけれ

ばならないとされている。
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２　資金不足比率算定状況

（１）算定式

      　資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定した資金の不足額の度合いを表す比率で

    　あり、資金の不足額を事業の規模と比較して指標化し、経営状況の健全度を示すもの

　  　である。

    [算定式]

＊Ａ　資金の不足額

　　 資金の不足額 ＝［①流動負債＋⑤建設改良費等以外の経費の財源充当地方債 

　 現在高（うち流動負債を除く）－⑥流動資産］－⑨解消可能資金不足額（＊Ｃ）

     但し、資金不足比率の算定基準により、①流動負債からは以下の②～④の額を

　 控除し、⑥流動資産からは以下の⑦及び⑧の額を控除して算定することとされて

　 いる。

　　 ②控除企業債等・・・決算において貸借対照表の流動負債に計上されている企

　　　　　　　　　　 　業債及び他の会計からの長期借入金で、建設改良費に充て

　　　　　　　　　　　 るためのものの額　

　　 ③控除未払金等・・・貸借対照表に計上されている一時借入金及び未払金のう

　　　　　　　　　　　 ち建設改良費に係るものであって、その支払財源に充てる

　　　　　　　　　　　 るために翌年度に地方債を起こすこととしているものの額　

　　 ④⑧控除額・・・・・連結実質赤字額の算定上、現金会計である他会計との間

　　　　　　　 　　    で生じる重複額

　　 ⑦控除財源・・・・・当該年度において執行すべき事業に係る支出予算の額の

　　　　　　　　　　   うち、翌年度に繰越した事業の財源に充当することができ　

　　　　　　　　　　   る特定の収入で、当該年度に収入された部分に相当する額　

　　 なお、資金不足比率の算定基準により、⑨解消可能資金不足額がある場合に、

　 計算結果が０より小さくなる場合の資金不足額は０とする。

＊Ｂ  事業の規模

     事業の規模 ＝ 営業収益の額－受託工事収益の額

＊Ｃ　解消可能資金不足額

　　 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情

　 がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。

資金の不足額（＊Ａ）

事業の規模（＊Ｂ）
資金不足比率 (％) ＝　
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（２）資金不足比率の算定

７年度 ａ ６年度 ｂ 増減 a-b

△ 208,111 △ 258,761 50,650

（△は資金剰余額）

 ① 流動負債 1,308,992 1,303,954 5,038

 ② 控除企業債等 388,540 367,387 21,153

 ③ 控除未払金等 0 0 0

 ④ 控除額 0 0 0

 ⑤ 建設改良費等以外の経費
    の財源充当地方債現在高 0 0 0
　　（うち流動負債を除く）

 ⑥ 流動資産 1,128,563 1,195,328 △ 66,765

 ⑦ 控除財源　 0 0 0

 ⑧ 控除額 0 0 0

 ⑨ 解消可能資金不足額　 0 0 0

 Ｂ  事業の規模 4,867,199 5,086,340 △ 219,141

（営業収益の額）        

 資金不足比率の計算 △ 4.2 △ 5.0 0.8

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％） ポイント

（資金剰余の場合は△で表示）

 資金不足比率

資金の不足額が生じない場合、 ─ ─ ─
資金不足比率は「─」と表示  

△ 869,399 △ 1,096,927 227,528

（△は資金剰余額）

 ① 流動負債 1,093,326 955,080 138,246

 ② 控除企業債等 323,542 312,158 11,384

 ③ 控除未払金等 0 0 0

 ④ 控除額 0 0 0

 ⑤ 建設改良費等以外の経費
    の財源充当地方債現在高 0 0 0
　　（うち流動負債を除く）

 ⑥ 流動資産 1,639,183 1,739,849 △ 100,666

 ⑦ 控除財源　 0 0 0

 ⑧ 控除額 0 0 0

 ⑨ 解消可能資金不足額　 0 0 0

 Ｂ  事業の規模 1,733,548 1,743,807 △ 10,259

（営業収益の額－受託工事収益の額）

 資金不足比率の計算 △ 50.1 △ 62.9 12.8

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％） ポイント

（資金剰余の場合は△で表示）

 資金不足比率

資金の不足額が生じない場合、 ─ ─ ─
資金不足比率は「─」と表示  

 資金不足額 ＝（①－②－③－④）＋⑤－（⑥－⑦－⑧）－⑨　

（単位：千円、％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

水
道
事
業
会
計

区          分

 Ａ  資金不足額

病
院
事
業
会
計

 Ａ  資金不足額

- 5 -



　　　 

７年度 ａ ６年度 ｂ 増減 a-b

△ 1,725,583 △ 1,741,225 15,642

（△は資金剰余額）

 ① 流動負債 1,448,724 982,876 465,848

 ② 控除企業債等 819,029 774,306 44,723

 ③ 控除未払金等 0 0 0

 ④ 控除額 0 0 0

 ⑤ 建設改良費等以外の経費
    の財源充当地方債現在高 0 0 0
　　（うち流動負債を除く）

 ⑥ 流動資産 2,355,278 1,949,795 405,483

 ⑦ 控除財源　 0 0 0

 ⑧ 控除額 0 0 0

 ⑨ 解消可能資金不足額　 0 0 0

 Ｂ  事業の規模 1,815,157 1,794,361 20,796

（営業収益の額－受託事業収益の額）

 資金不足比率の計算 △ 95.0 △ 97.0 2.0

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％） ポイント

（資金剰余の場合は△で表示）

 資金不足比率

資金の不足額が生じない場合、 ─ ─ ─
資金不足比率は「─」と表示  

 資金不足額 ＝（①－②－③－④）＋⑤－（⑥－⑦－⑧）－⑨　

　　　 

区          分

下
水
道
事
業
会
計

 Ａ  資金不足額
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３ むすび 

 

令和７年度決算に係る資金不足比率において算定に用いられた各数値については、病

院事業会計、水道事業会計及び下水道事業会計の決算内容とも整合しているほか、算定の

基礎となる事項を記載した書類についても適切に記載されており、比率は適正に算定さ

れているものと認められる。  

 

①  病院事業会計 

資金不足比率の算定方法により算出された、令和７年度決算に基づく資金不足比率は、

資金不足が生じていないため「─」で表示されている。資金剰余額は前年度と比較する

と 5,065 万円減少し 2 億 811 万円となり、短期的な資金繰りについて問題はないと思わ

れる。また事業の規模に対する率については 4.2%と前年度から 0.8 ポイント増加した。 

公営企業会計決算審査意見書に記載したとおり、厳しい経営状況ではあるが「市立芦屋

病院 経営強化プラン」に従って、着実な病院運営を進めてほしい。 

 

 ② 水道事業会計 

資金不足比率の算定方法により算出された、令和７年度決算に基づく資金不足比率

は、資金不足が生じていないため「─」で表示されている。資金剰余額は前年度と比較

すると 2 億 2,753 万円減少し 8 億 6,940 万円となり、短期的な資金繰りについて問題

はないと思われる。また事業の規模に対する率についても 50.1%と高水準にあり、良好

な状態であると認められる。 

 

 ③ 下水道事業会計 

資金不足比率の算定方法により算出された、令和７年度決算に基づく資金不足比率

は、資金不足が生じていないため「─」で表示されている。資金剰余額は前年度と比較

すると 1,564 万円減少し 17 億 2,558 万円となり、短期的な資金繰りについて問題はな

いと思われる。また事業の規模に対する率についても 95.0%と高水準にあり、良好な状

態であると認められる。 

 

なお、資金不足比率は、１年以内の償還を基準とする短期債務の流動負債と、その短期

債務の償還に充てることができる流動資産の比較により、当年度の資金の過不足のみを

判定する指標であり、資金不足比率が経営健全化基準内であることのみをもって、経営の

健全性を判断できるものではないことから、公営企業会計においては当該比率のみなら

ず、各種経営指標を含めて適切な管理を行い、経営状況の一層の改善に努められたい。 
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（参考）健全化判断比率等の対象となる会計等

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計等の範囲は次のとおりである。

注： 資金不足比率は、各会計ごとに算定される。

下 水 道 事 業 会 計

広 域 連 合 兵庫県後期高齢者医療広域連合

市が損失補償してい
る団体等

阪 神 福 祉 事 業 団

兵 庫 県 信 用 保 証 協 会

一
般
会
計
等

公
 
営
 
事
 
業
 
会
 
計

芦
　
　
　
　
屋
　
　
　
　
市

一 部 事 務 組 合

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計

都 市 再 開 発 事 業 特 別 会 計

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

一　　般　　会　　計

公 共 用 地 取 得 費 特 別 会 計

特
　
別
　
会
　
計

法
適
用

法非
適用

公
営
企
業
会
計

阪 神 水 道 企 業 団

病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率
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